






保育所のあり方に関する調査研究員全員で執筆。

なお、◎印は調査研究員会委員長である。





序

本報告書は、厚生労働省の補助事業として、日本保育協会が実施した「保育所のあり方

に関する調査研究」の結果をまとめたものです。

本調査研究事業は保育制度の改革と保育の現場における実情や保育園現場の対応状況及

び運営の実態を把握し、今後の保育実践の充実と向上に資することを目的とするものです。

今年度は、大きく分けて保育所対象の調査票調査と行政対象の調査票調査を実施いたし

ました。

保育所対象の調査票調査といたしましては、全国の公私立認可保育所の10分の１抽出

により実施いたしました。

また行政調査といたしましては、全国市町村1,787か所および東京23区の計1,810か所へ

の調査を実施いたしました。

保育所対象調査としては、新たな保育の仕組みについて、事業者指定制度について、保

育所の利用について、保育料について、定員について、過疎地域、都市部の保育需要等に

ついて、認定こども園について、小規模保育サービス（家庭的保育事業）について、地域

子育て支援事業について、一時預かり事業についてなど、おもに現下における保育制度お

よび保育所運営について調査を実施し、その結果を分析・考察いたしました。

行政調査としては、各自治体の人口と就学前人口、保育所及び幼稚園の設置数及び入所

児童数、認可外保育施設の助成制度、保育所待機児童数、地域子育て支援拠点事業、独自

の子育て支援制度、各自治体の保育所の入所要件、入所申込の方法、保育料の保育所によ

る代理受領制度について、民営保育所に対しての独自の助成制度があるか、５年間におけ

る保育所施設数などの変化、各自治体における保育施策に関する課題等について調査を実

施し、その結果を分析・考察いたしました。

本書を、今後の保育制度の運用や保育所の運営管理の在り方を考える上での参考として

いただければ幸いです。

このたびの調査研究事業の実施にあたりましては、山縣文治先生（大阪市立大学）、高

橋一弘先生（大正大学）、太田嶋信之先生（竜南保育園）、松本兼一郎先生（ひまわり保

育園）、東ヶ崎静仁先生（飯沼保育園）、島田教明先生（錦江保育園）、坂崎隆浩先生（野

木保育園）、高橋英治先生（富士保育園）の各研究員の方々にご尽力いただいたこと、調

査対象保育所の皆様にご協力いただいたこと、全国の市町村および東京23区の関係者の

方々にご協力いただいたことに対し深甚の感謝の念を表すものであります。
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